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① 給与勧告の対象職員

給与法適用職員
約２７.８万人

検察官 約０．３万人

行政執行法人職員 約０．７万人

一般行政職員、外交官、
税務署職員、刑務官、
海上保安官、医師、
看護師等

１

総 計

約３３３．０万人

国家公務員
約５８．６万人

一般職

約２８．８万人

特別職

約２９．８万人

地方公務員

約２７４．４万人

公務員には、国家公務員約５８．６万人と、地方公務員約２７４．４万人がいます。このうち、人事院の給与勧告の対象

となるのは、「一般職の職員の給与に関する法律（給与法）」の適用を受ける一般職の国家公務員約２７．８万人です。

（注）１ 国家公務員の数は令和２年度末予算定員等による。
２ 地方公務員の数は総務省「平成３１年地方公務員給与実態調査」に基づいて推計したものである。
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国家公務員の特別給の支給月数と
民間の特別給の支給割合を比較

② 給与勧告の手順

人事院では、国家公務員と民間の４月分の給与（月例給）を調査した上で、精密に比較し、得られた較差を埋めることを基本に
勧告を行っています。

また、民間の特別給（ボーナス）の直近１年間（前年８月から当年７月まで）の支給実績を調査した上で、民間の年間支給割合

を求め、これに国家公務員の特別給（期末・勤勉手当）の年間支給月数を合わせることを基本に勧告を行っています。

国家公務員（行(一)）と民間の月例給を比較

役職段階、勤務地域、学歴、年齢を同じくする者同士の給与を比較

（ラスパイレス方式）
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各府省、職員団体等
の要望・意見を聴取

各地域において有識者、
中小企業経営者等と意見交換
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（給与法の改正）
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ボーナス
（前年８月から当年７月まで）

給与改定や
諸手当の支給状況

従
業
員
別
調
査

４月分給与

国
家
公
務
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給
与

の
調
査

個
人
別
調
査

４月分給与

約２５万人

（新規採用者等を除く）

全員を対象

企業規模50人以上かつ

事業所を実地調査

事業所規模50人以上の

母集団事業所

約54,800事業所のうち、

約12,000事業所を調査
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③ 今回の勧告のポイント

３

期末手当・勤勉手当

・民間の支給割合との均衡を図るため、支給月数を0.05月分引き下げ、4.45月に改定（現行4.50月）

・民間の支給状況等を踏まえ、期末手当の支給月数に反映

ボーナスを引下げ（△0.05月分）

月例給については、別途必要な報告・勧告を予定

※ 今回の勧告後の平均年間給与（行政職俸給表(一)） 6,734,000円 （勧告前との差 △ 21,000円）

（法律の公布日から実施）

ボーナスを引下げ

（参考）月例給

年間支給月数 対前年比増減 勧告率 増減額 率

平成２２年 3.95月 △ 0.20月 △ 0.19％ △ 9.4万円 △ 1.5％

平成２３年 3.95月 - △ 0.23％ △ 1.5万円 △ 0.2％

平成２４年 3.95月 - - - -

平成２５年 3.95月 - - - -

平成２６年 4.10月 0.15月 0.27％ 7.9万円 1.2％

平成２７年 4.20月 0.10月 0.36％ 5.9万円 0.9％

平成２８年 4.30月 0.10月 0.17％ 5.1万円 0.8％

平成２９年 4.40月 0.10月 0.15％ 5.1万円 0.8％

平成３０年 4.45月 0.05月 0.16％ 3.1万円 0.5％

令和元年 4.50月 0.05月 0.09％ 2.7万円 0.4％

令和２年 4.45月 △ 0.05月 （別途勧告予定） △ 2.1万円 △ 0.3％

行政職(一)職員の
平均年間給与

特別給（ボーナス）

（参考）近年の実施状況

※ 「行政職(一)職員の平均年間給与」は特別給の勧告分を示したもの


